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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第14期
第２四半期
連結累計期間

第15期
第２四半期
連結累計期間

第14期

会計期間
自2021年５月１日
至2021年10月31日

自2022年５月１日
至2022年10月31日

自2021年５月１日
至2022年４月30日

売上高 (千円) 3,934,434 4,495,824 7,186,591

経常利益 (千円) 441,474 291,704 486,427

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 266,799 171,670 282,421

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 265,228 169,720 281,926

純資産額 (千円) 4,564,777 4,601,748 4,472,196

総資産額 (千円) 8,825,176 10,142,063 10,715,733

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 63.68 42.13 68.04

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 63.63 42.10 67.99

自己資本比率 (％) 51.7 45.3 41.7

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 309,234 21,083 △1,639,240

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △56,061 △22,491 △168,908

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 35,749 △369,768 1,368,959

現金及び現金同等物の四半期末(期
末)残高

(千円) 2,751,640 1,652,351 2,023,529
 

 

回次
第14期
第２四半期
連結会計期間

第15期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2021年８月１日
至2021年10月31日

自2022年８月１日
至2022年10月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 38.29 28.07
 

(注)　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社における異動もありません。

なお、当社グループの報告セグメントは、従来「クリーンエネルギー事業」「スマートホーム事業」「ストック事

業」の３つを報告しておりましたが、７月28日に「報告セグメントの変更に関するお知らせ」で開示いたしましたと

おり、経営管理上の意思決定や業績区分を見直した結果、第１四半期連結会計期間より単一セグメントに変更してお

ります。

詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載の通りでありま

す。

 

EDINET提出書類

株式会社フィット(E32163)

四半期報告書

 2/24



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症の再拡大を懸念しつつも経済活

動の正常化へ徐々に持ち直しの動きを見せております。一方で、長期化するウクライナ情勢で加速する資源・エネ

ルギーの供給不足に加え、急速な円安の進行等によって、仕入価格・物流コストの上昇等が企業活動に影響を及ぼ

し、依然先行きが不透明な経済情勢にて推移いたしました。

 
そのような状況の中、日本国内の再生可能エネルギー市場では、政府の2050年カーボンニュートラル宣言と2030

年度の新たな温室効果ガス排出削減目標として、2013年度から46％削減、さらに50％削減の高みに向けて挑戦を続

けるとの方針が示された、第６次エネルギー基本計画が発表され、再生可能エネルギーへの期待と存在感が一層高

まっております。

また、日本政府が脱炭素目標の実現に向け、ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）の取り組みを具体化し

ており、今後、ますます国民一人一人が脱炭素に目を向けることが重要となっております。

当社グループにおきましては、太陽光発電施設及び太陽光発電システム標準搭載の住宅を中心に、環境問題に取

り組む企業や個人のお客様のニーズにお応えし、太陽光発電による再生可能エネルギーの創出に取り組んでまいり

ました。

加えて、クリーンエネルギー商品、情報・サービスのマーケットプレイス「脱炭素デキルくん」の開発を行い、

事業のＤＸ化、コンテンツ及び会員を増やす取り組みを進め、今後の収益基盤の安定化に向け注力しております。

 
なお、当社グループの報告セグメントは、従来「クリーンエネルギー事業」「スマートホーム事業」「ストック

事業」の３つを報告しておりましたが、７月28日に「報告セグメントの変更に関するお知らせ」で開示いたしまし

たとおり、経営管理上の意思決定や業績区分を見直した結果、第１四半期連結会計期間より単一セグメントに変更

しております。これにより、セグメントごとの経営成績については記載を省略しております。

 
以上の結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は4,495,824千円（前年同四半期比14.3％増）、営業利益

305,293千円（前年同四半期比28.0％減）、経常利益291,704千円（前年同四半期比33.9％減）、親会社株主に帰属

する四半期純利益171,670千円（前年同四半期比35.7％減）となりました。

 
(2) 財政状態の分析

(流動資産)

当第２四半期連結会計期間末における流動資産の残高は8,198,760千円(前連結会計年度末8,692,376千円)とな

り、493,616千円減少しました。主な要因は、販売用不動産が409,337千円増加した一方で、製品が484,601千円、現

金及び預金が371,177千円それぞれ減少したこと等によるものです。

 
(固定資産)

当第２四半期連結会計期間末における固定資産の残高は1,943,302千円(前連結会計年度末2,023,356千円)とな

り、80,053千円減少しました。主な要因は、有形固定資産が29,754千円、投資その他の資産が36,214千円それぞれ

減少したこと等によるものです。

 
(流動負債)

当第２四半期連結会計期間末における流動負債の残高は3,243,154千円(前連結会計年度末3,633,993千円)とな

り、390,838千円減少しました。主な要因は、買掛金が206,489千円、未払法人税等が153,493千円それぞれ減少した

こと等によるものです。

 
(固定負債)

当第２四半期連結会計期間末における固定負債の残高は2,297,159千円(前連結会計年度末2,609,543千円)とな
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り、312,383千円減少しました。主な要因は、長期借入金が307,591千円減少したこと等によるものです。

 
(純資産)

当第２四半期連結会計期間末における純資産の残高は4,601,748千円(前連結会計年度末4,472,196千円)となり、

129,552千円増加しました。主な要因は、利益剰余金が、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により171,670

千円増加した一方で、配当金の支払いにより40,748千円減少したこと等によるものです。

 
(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は1,652,351千円となり、前連結会計年度末に比べ

371,177千円の減少となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、21,083千円の増加となりました。主

な要因は、税金等調整前四半期純利益276,785千円の計上、その他の流動資産の減少額89,611千円、前渡金の減少額

85,743千円等があったことにより資金が増加した一方で、法人税等の支払額232,843千円、仕入債務の減少額

206,489千円等があったことにより資金が減少したことによるものです。

 
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、22,491千円の減少となりました。主

な要因は、有形固定資産の取得による支出が12,682千円、無形固定資産の取得による支出が8,271千円等があったこ

とにより資金が減少したことによるものです。

 
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、369,768千円の減少となりました。主

な要因は、長期借入れによる収入90,000千円等があったことにより資金が増加した一方で、長期借入金の返済によ

る支出が384,513千円、配当金の支払額40,714千円等があったことにより資金が減少したことによるものです。

 
(4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 
(5) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 
(6) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 
(7) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
(8) 従業員数

当第２四半期連結累計期間において、従業員数に著しい増減はありません。

 
(9) 仕入、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、仕入、受注及び販売の実績に著しい増減はありません。

 
(10) 主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、主要な設備に著しい変動はありません。また、新たに確定した重要な設備

の新設、除却等の計画はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,800,000

計 12,800,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2022年10月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年12月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,284,200 4,284,200
東京証券取引所
(グロース市場)

完全議決権株式であり、
株主としての権利内容に
何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であ
ります。また、単元株式
数は100株であります。

計 4,284,200 4,284,200 ― ―
 

（注）「提出日現在発行数」欄には、2022年12月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年８月１日～
2022年10月31日
（注）

1,000 4,284,200 290 980,201 290 950,188

 

（注）新株予約権の行使による増加であります。
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(5) 【大株主の状況】

2022年10月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

株式会社エフピーライフ 徳島県徳島市南田宮二丁目３番102号 2,510 61.58

鈴江　崇文 徳島県板野郡松茂町 513 12.58

尾﨑　昌宏 東京都世田谷区 162 3.97

佐久間　淳一 神奈川県横浜市緑区 21 0.51

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 19 0.47

ＪＰモルガン証券株式会社
東京都千代田区丸の内二丁目７番３号　東京ビ
ルディング

17 0.43

楽天証券株式会社 東京都港区南青山二丁目６番21号 15 0.38

フィット従業員持株会 東京都渋谷区渋谷二丁目11番５号 14 0.35

ＭＬＩ　ＳＴＯＣＫ　ＬＯＡＮ
（常任代理人　ＢＯＦＡ証券株
式会社）

ＭＥＲＲＩＬＬ　ＬＹＮＣＨ　ＦＩＮＡＮＣＩ
ＡＬ　ＣＥＮＴＲＥ　２　ＫＩＮＧ ＥＤＷＡＲ
Ｄ　ＳＴＲＥＥＴ　ＬＯＮＤＯＮ　ＵＮＩＴＥ
Ｄ　ＫＩＮＧＤＯＭ
 （東京都中央区日本橋一丁目４番１号　日本橋
一丁目三井ビルディング）

14 0.34

福富　勝 神奈川県平塚市 12 0.30

計 ― 3,299 80.96
 

（注）上記のほか、当社所有の自己株式が208,370株あります。

 
(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2022年10月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 208,300
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,072,500
 

40,725 ―

単元未満株式 普通株式 3,400
 

― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 4,284,200 ― ―

総株主の議決権 ― 40,725 ―
 

(注) 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式70株が含まれております。
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② 【自己株式等】
    2022年10月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 徳島県板野郡松茂町中喜来
字群恵39番地１

208,300 － 208,300 4.86
株式会社フィット

計 ― 208,300 － 208,300 4.86
 

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2022年８月１日から2022年

10月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(2022年５月１日から2022年10月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、監査法人アリアによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年４月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年10月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,023,529 1,652,351

  売掛金 125,972 126,513

  販売用不動産 1,678,140 2,087,478

  製品 1,523,424 1,038,823

  仕掛品 1,032,875 1,045,215

  材料貯蔵品 15,886 60,337

  前渡金 162,408 76,665

  営業投資有価証券 1,699,433 1,766,189

  その他 430,706 345,185

  流動資産合計 8,692,376 8,198,760

 固定資産   

  有形固定資産 1,322,468 1,292,714

  無形固定資産 216,066 201,982

  投資その他の資産   

   その他 484,820 448,606

   投資その他の資産合計 484,820 448,606

  固定資産合計 2,023,356 1,943,302

 資産合計 10,715,733 10,142,063

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 884,026 677,536

  1年内返済予定の長期借入金 589,427 602,505

  短期借入金 1,169,880 1,134,760

  未払法人税等 250,658 97,165

  前受金 365,733 321,381

  賞与引当金 47,894 55,629

  役員賞与引当金 15,000 4,500

  完成工事補償引当金 72,603 65,332

  その他 238,768 284,344

  流動負債合計 3,633,993 3,243,154

 固定負債   

  社債 300,000 300,000

  長期借入金 2,001,379 1,693,787

  繰延税金負債 601 564

  資産除去債務 11,799 11,822

  その他 295,763 290,984

  固定負債合計 2,609,543 2,297,159

 負債合計 6,243,536 5,540,314
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年４月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年10月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 979,911 980,201

  資本剰余金 949,898 950,188

  利益剰余金 2,713,018 2,843,940

  自己株式 △174,983 △174,983

  株主資本合計 4,467,843 4,599,345

 新株予約権 85 85

 非支配株主持分 4,268 2,318

 純資産合計 4,472,196 4,601,748

負債純資産合計 10,715,733 10,142,063
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　2021年５月１日
　至　2021年10月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年５月１日
　至　2022年10月31日)

売上高 3,934,434 4,495,824

売上原価 2,783,862 3,395,628

売上総利益 1,150,571 1,100,195

販売費及び一般管理費 ※  726,268 ※  794,902

営業利益 424,303 305,293

営業外収益   

 受取利息 1,141 87

 受取損害賠償金 19,500 －

 受取保険金 11,120 4,273

 助成金収入 － 2,633

 その他 2,177 4,700

 営業外収益合計 33,939 11,695

営業外費用   

 支払利息 9,740 19,064

 社債利息 402 1,268

 持分法による投資損失 5,716 －

 為替差損 － 282

 その他 909 4,669

 営業外費用合計 16,768 25,284

経常利益 441,474 291,704

特別損失   

 固定資産除売却損 － 219

 投資有価証券評価損 － 14,700

 特別損失合計 － 14,919

税金等調整前四半期純利益 441,474 276,785

法人税、住民税及び事業税 171,899 88,588

法人税等調整額 4,346 18,476

法人税等合計 176,246 107,064

四半期純利益 265,228 169,720

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △1,571 △1,949

親会社株主に帰属する四半期純利益 266,799 171,670
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　2021年５月１日
　至　2021年10月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年５月１日
　至　2022年10月31日)

四半期純利益 265,228 169,720

四半期包括利益 265,228 169,720

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 266,799 171,670

 非支配株主に係る四半期包括利益 △1,571 △1,949
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　2021年５月１日
　至　2021年10月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年５月１日
　至　2022年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 441,474 276,785

 減価償却費 39,576 34,696

 のれん償却額 － 17,541

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,258 －

 賞与引当金の増減額（△は減少） 11,523 △2,765

 完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △9,357 △7,270

 受取利息 △4,259 △87

 支払利息 9,740 19,064

 社債利息 402 1,268

 持分法による投資損益（△は益） 5,716 －

 売上債権の増減額（△は増加） 729 △541

 営業投資有価証券の増減額（△は増加） － △66,755

 棚卸資産の増減額（△は増加） △861,270 36,083

 前渡金の増減額（△は増加） △312,422 85,743

 仕入債務の増減額（△は減少） 335,406 △206,489

 投資有価証券評価損益（△は益） － 14,700

 前受金の増減額（△は減少） △4,307 △44,352

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 860,420 89,611

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △171,802 27,246

 その他 △228 1,372

 小計 340,083 275,849

 利息及び配当金の受取額 18,829 87

 利息の支払額 △9,994 △19,699

 保証料の支払額 △412 △2,310

 法人税等の支払額 △39,271 △232,843

 営業活動によるキャッシュ・フロー 309,234 21,083

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 投資有価証券の売却による収入 65,995 －

 貸付金の回収による収入 523 523

 差入保証金の差入による支出 △6 △49

 差入保証金の回収による収入 994 －

 出資金の払込による支出 △90,000 △2,000

 出資金の回収による収入 82 －

 有形固定資産の取得による支出 △33,534 △12,682

 無形固定資産の取得による支出 － △8,271

 その他 △116 △12

 投資活動によるキャッシュ・フロー △56,061 △22,491

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 74,998 △35,120

 長期借入れによる収入 70,000 90,000

 長期借入金の返済による支出 △67,531 △384,513

 株式の発行による収入 60 580

 配当金の支払額 △41,777 △40,714

 財務活動によるキャッシュ・フロー 35,749 △369,768

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 288,921 △371,177

現金及び現金同等物の期首残高 2,462,718 2,023,529

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,751,640 ※  1,652,351
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【注記事項】

(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2021年５月１日
至 2021年10月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年５月１日
至 2022年10月31日)

給料及び賞与 206,688千円 264,899千円

賞与引当金繰入額 44,193 55,902 

支払手数料 77,976 90,763 

減価償却費 9,427 10,028 

貸倒引当金繰入額 △1,258 － 
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。
 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2021年５月１日
至 2021年10月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年５月１日
至 2022年10月31日)

現金及び預金勘定 2,751,640千円 1,652,351千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － － 

現金及び現金同等物 2,751,640 1,652,351 
 

 
(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　2021年５月１日　至　2021年10月31日)

１．配当金支払額
 

(決 議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年７月29日
定時株主総会

普通株式 41,894 10.00 2021年４月30日 2021年７月30日 利益剰余金
 

 

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　2022年５月１日　至　2022年10月31日)

１．配当金支払額
 

(決 議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年７月28日
定時株主総会

普通株式 40,748 10.00 2022年４月30日 2022年７月29日 利益剰余金
 

 

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　2021年５月１日　至　2021年10月31日)

「Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（報告セグメントの変更等に関する事項）」に記載のとおりであります。

 
Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　2022年５月１日　至　2022年10月31日)

当社グループは単一のセグメントであるため、記載を省略しております。

 
（報告セグメントの変更等に関する事項）

当社グループの報告セグメントは、従来「クリーンエネルギー事業」「スマートホーム事業」「ストック事業」の

３つを報告しておりましたが、第１四半期連結会計期間より、「脱炭素デキルくん事業」の単一セグメントへ変更す

ることといたしました。

これは、当社において、「脱炭素」を暮らしに取り入れたい個人・投資家にクリーンエネルギーに関する商品、情

報・サービスをつなぎ、脱炭素に関する情報を「知る」ことに加え、クリーンエネルギー関連商品・設備・不動産の

「売る」「買う」「投資する」を一貫して行う「脱炭素デキルくん」マーケットプレイス事業を2022年５月13日から

開始したことに伴い、経営管理上の意思決定や業績区分を見直した結果、「脱炭素デキルくん事業」の単一セグメン

トへ変更したものであります。

この変更により、前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間のセグメント情報の記載を省略してお

ります。

 
(収益認識関係)

当社グループは単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じる収益をサービスの対象領域別に分解した

情報は下記のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間（自　2021年５月１日 至　2021年10月31日）

 (単位：千円)

 
報告セグメント

脱炭素デキルくん事業

不動産及び設備 3,377,382

その他 557,051

顧客との契約から生じる収益 3,934,434

その他の収益 －

外部顧客への売上高 3,934,434
 

 
当第２四半期連結累計期間（自　2022年５月１日 至　2022年10月31日）

 (単位：千円)

 
報告セグメント

脱炭素デキルくん事業

不動産及び設備 3,731,825

その他 763,998

顧客との契約から生じる収益 4,495,824

その他の収益 －

外部顧客への売上高 4,495,824
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2021年５月１日
至　2021年10月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年５月１日
至　2022年10月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 63円68銭 42円13銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 266,799 171,670

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

266,799 171,670

普通株式の期中平均株式数(株) 4,189,497 4,075,161

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 63円63銭 42円10銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) 3,729 2,462

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

 
(重要な後発事象)

（募集新株予約権（有償ストック・オプション）の発行）

当社は、2022年12月12日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、当社

の取締役及び執行役員に対し、下記のとおり新株予約権を発行することを決議いたしました。なお、本件は新株予

約権を引き受ける者に対して公正価格にて有償で発行するものであり、特に有利な条件ではないことから、株主総

会の承認を得ることなく実施いたします。また、本新株予約権は付与対象者に対する報酬としてではなく、各者の

個別の投資判断に基づき引き受けが行われるものであります。

 
Ⅰ．新株予約権の募集の目的及び理由

中長期的な当社の業績拡大及び企業価値の増大を目指すにあたり、より一層意欲及び士気を向上させ、当社の結

束力をさらに高めることを目的として、当社の取締役及び執行役員に対して、有償にて新株予約権を発行するもの

であります。

なお、本新株予約権がすべて行使された場合に増加する当社普通株式の総数は、発行済株式総数の2.88％に相当

いたします。しかしながら、本新株予約権は、当社普通株式の終値の１ヶ月間（当日を含む21取引日）の平均値が

一度でも行使価額の50％を下回った場合に、残存するすべての本新株予約権の行使を義務付けるものであり、付与

対象者である当社取締役が当社株価下落に対する一定の責任を負うことで、株価変動リスクを既存株主の皆様と共

有するスキームとなっております。行使義務の発動水準を本新株予約権の行使価額の50％を下回った場合と設定し

た理由といたしましては、当社の過去の株価推移を考慮のうえ、株価水準へのプレッシャーを意識しつつ、当社の

業務拡大及び企業価値の増大を達成するための適切な水準が、現時点の株価の概ね50％程度であると判断したため

であります。このため、本新株予約権の発行は、当社の既存株主の皆様の利益に貢献できるものと認識しており、

株式の希薄化への影響は合理的なものであると考えております。

また、本新株予約権が行使された際には、保有する自己株式を割り当てる予定であります。

 
Ⅱ．新株予約権の発行要項

１．新株予約権の数

1,233個

なお、本新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の総数は、当社普通株式123,300株と

し、下記３．（１）により本新株予約権にかかる付与株式数が調整された場合は、調整後付与株式数に本新株予
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約権の数を乗じた数とする。

２．新株予約権と引換えに払い込む金銭

本新株予約権１個あたりの発行価額は、100円とする。なお、当該金額は、第三者評価機関である株式会社プ

ルータス・コンサルティングが、当社の株価情報等を考慮して、一般的なオプション価格算定モデルであるモン

テカルロ・シミュレーションによって算出した結果を参考に決定したものである。

３．新株予約権の内容

（１）新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株とす

る。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同

じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約

権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じ

る１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これらの場

合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとす

る。

（２）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」とい

う。）に、付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、本新株予約権発行にかかる取締役会決議日の前取引日である2022年12月９日の東京証券取引所に

おける終値（取引が成立していない場合はそれに先立つ直近取引日の終値）である金690円とする。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後行使価額＝調整前行使価額 ×
１

分割（または併合）の比率
 

 
また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の

処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の移

転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 

     既発行

株式数
＋

新規発行

株式数
×

１株あたり

払込金額

 調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

新規発行前の１株あたりの時価

 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
 

 
なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式にか

かる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株

式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他こ

れらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行

うことができるものとする。

（３）新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という。）は、2022年12月28日から2032年12

月28日までとする。

（４）増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとする。

②　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金

等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（５）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。
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（６）新株予約権の行使の条件

①　割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に東京証券取引所における当社普通株式の普通

取引終値の１ヶ月間（当日を含む21取引日）の平均値が一度でも行使価額に50％を乗じた価格を下回った

場合、新株予約権者は残存するすべての本新株予約権を行使価額で行使期間の満期日までに行使しなけれ

ばならないものとする。但し、次に掲げる場合に該当するときはこの限りではない。

(a)当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合

(b)当社が法令や金融商品取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示していなかったこと

が判明した場合

(c)当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他本新株予約権発行日において前提とされていた事情

に大きな変更が生じた場合

(d)その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認められる行為をなした場合

②　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

③　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過するこ

ととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

④　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

４．新株予約権の割当日

2022年12月28日

５．新株予約権の取得に関する事項

当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計画、また

は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の承認を要し

ない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、本新株

予約権の全部を無償で取得することができる。

６．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予

約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再

編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下の条件

に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記３．（１）に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上

記３．（２）で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記６．（３）に従って決定され

る当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

上記３．（３）に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から上記３．

（３）に定める行使期間の末日までとする。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記３．（４）に準じて決定する。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

（８）その他新株予約権の行使の条件

上記３．（６）に準じて決定する。

（９）新株予約権の取得事由及び条件

上記５に準じて決定する。

（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

７．新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

８．新株予約権と引換えにする金銭の払込みの期日

2022年12月28日
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９．申込期日

2022年12月20日

10．新株予約権の割当てを受ける者及び数

当社取締役　　２名　　　983個

当社執行役員　４名　　　250個
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

　

2022年12月12日

株式会社フィット

取締役会　御中

　

監査法人アリア

 東京都港区
 

　

代表社員

業務執行社員
 公認会計士 茂　　木　　秀　　俊 印

 

　

業務執行社員  公認会計士 吉　　澤　　将　　弘 印
 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フィッ

トの2022年５月１日から2023年４月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(2022年８月１日から2022年10月

31日まで)及び第２四半期連結累計期間(2022年５月１日から2022年10月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フィット及び連結子会社の2022年10月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書
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において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

　

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以  上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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